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Abstract
To win the favor of Asian and African have-not  countries at the Bandung Conference, the 
Eisenhower Administration wanted to create its benevolent image of boosting the whole world’s 
welfare by using a nuclear merchant ship, N.S. Savannah as a moving showcase in the U.S. 
Atoms for Peace campaign abroad. However, the American “philanthropic” Atoms for Peace 
enthusiasm waned soon. N.S. Savannah visited only the ports in Western European industrial 
countries for a maiden voyage abroad before 1965. The initial development of N.S. Savannah and 
the following cruise encouraged the scientists and engineers in Europe to explore such ships’ 
feasibility. European Nuclear Energy Agency explored the possibility of a multinational civilian 
nuclear ship; the concept attracted some U.S State Department officials’ attention to examine the 
similar problems caused by the international ownership for some vessels in NATO’s Multilateral 
Force (MLF). In the latter half of the 1960s, N.S. Savannah  finally started traveling around the 
North African and Asian regions. However, Japan rejected the port call in Japanese territories 
－ 40 －
in 1967. Instead, the U.S. visited the Naha military port in Ryukyu under the U.S. military and 
High Commissioner’s control. In the welcoming ceremony, Naha Mayor Junji Nishime presented 
a miniature model of Japanese Torii (Shrine gate) as a souvenir to N.S. Savannah. Meanwhile, 
Japanese scientists and engineers could join the rite mentioned above and go on board, though 
the Japanese government rejected Savannah’s visit. This moment seemed to predict the upcoming 











が掲げた「平和のための原子力」の実証を目的に、1958年 5 月22日に起工され、1959年 7 月21日に進














3 1961年就役の原子力空母エンタープライズ（CVN-65）は、熱出力150MWtの加圧水型炉A2Wを 8 基搭載してい 
る。また、日本の原子力船「むつ」には、36MWtの加圧水型炉が搭載されている。重大事故を起こした福島第一原
子力発電所 1 号機は460MWe＝46万kWe（1,380MWt）、 2 ～ 4 号機は各々784MWe＝78.4万kWe（2,380MWt）。
なお、日本の原子力発電所には加圧水型炉（PWR）と沸騰水型炉（BWR）の両方が用いられているが、福島第一
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of Friction: Nuclear Marine Propulsion and Cold War America’s Troubled Projection of Power”, https://sites.
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（miraculous inventiveness of man）は人のより満ち足りた人生に捧げられることでありましょ
うから。それは、先週のポリオに関する情報、研究施設、ウィルスの株の提供を促しました 
28 Memorandum “Discussion at the 240th Meeting of the National Security Council, Thursday, March 10, 
1955”, March 10, 1955. Eisenhower, Dwight D.: Papers as President, 1953-61 (Ann Whitman File) NSC Series 
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年海事法［46 U.S.C. 1601］により運輸省の組織となった）に認めるH.R. 6243原子力商船建造権限法
案が、下院商船・漁業委員会に付託された33。原子力商船の 2 隻建造を求めるH.R. 6679原子力商船建
造権限法案も付託されると、下院商船・漁業委員会のハーバート・ボナー（Herbert Bonner）委員長 
（民主党、ノースカロライナ州選出下院議員）は審議の上で 6 月16日、次の通り報告した。
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－ 49 －














原子力委員会による原子力商船の共同開発に関する権限法P.L. 848は 7 月30日にようやく可決された38。
　ところが、1956年の秋はエジプトでスエズ危機が発生した。共和党のジョン・マーシャル・バトラー
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ル、1958年度には824億ドルと逆に漸増していた45。ハンフリー財務長官は1957年 1 月、大統領が次 
の会計年度の約780億ドル相当の予算を通すなら「ぞっとするような（“curl your hair”）」不景気が訪
れる可能性があることを示唆し、アイゼンハワーとの不協和音を外部に印象付けていた46。政治学者の
ジョン・W・スローン（John W. Sloan）によれば、1957年 1 月までにアイゼンハワーは自分自身のこ
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子力商船の 1 隻注力論に同意したとされるが、商務省は 2 隻目の開発にも着手すべきとの考えを抱いていたこと
が窺われる。長官の態度がもしかすると、案外定まったものではなかったかもしれない。Executive Office of the 
President, Bureau of the Budget, Memorandum for the President, “Nuclear Powered Ship” January 6, 1956. 
Whitehouse Central Files, Official File, 1953-1961 OF 108-G Atomic Peace Ship, Box No.:457. DDEL.
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html/BUDGET-2000-TAB-17-2.htm　2021年 3 月 6 日閲覧。




ていた、 6 千万ドルを要する沿岸警備隊のための原子力砕氷船建造を求める法案H.R. 9196に対して拒
否権を行使した48。ボナーは大統領の拒否権に大いに失望した49。1960年には原子力砕氷船のフィージ
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48 United States Senate, Vetoes by President Dwight D. Eisenhower. https://www.senate.gov/legislative/vetoes/
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Committee on Interstate and Foreign Commerce January 1961 U.S. Government Printing Office p.167.
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号の寄港に関する米国とデンマーク王国の協定」を1964年 7 月 2 日に署名し、その後 8 月25日～ 9 月 
 1 日まで寄港が実現した55。「原子力船運航者の責任に関する条約」が1962年 5 月に署名開放されたが、
米国は署名しなかった56。米国は寄港する国と二国間ベースで原子力賠償について取り決めなければな
51 Elinor Langer, “N.S. Savannah: Trouble-Ridden Nuclear Ship Gets Under Way with New Crews and High 
Spirits”, Science, Jun. 26, 1964, New Series, Vol. 144, No. 3626 (Jun. 26, 1964), pp. 1559-1560, and 1617.
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59 “Bar to Nuclear ship by Turks”, The New York Times, January 28, 1965.
60 315. “National Security Council Report, NSC 5725/1” Washington, December 13, 1957. Peaceful Uses of 






European Nuclear Energy Agency）憲章を採択し、西欧12カ国が保障管理条約に調印して、ENEAを























　下院商船・海事委員会の1959年の報告によれば、1959年 1 月の時点で、フランスでは 4 万トン、 2　 
61 Department of State Instruction, U.S. Relationship to the European Nuclear Energy Agency Date Unknown. 
A.A; Wells, Atomic Energy Commission, Director of International Affairs “Memorandum for Philip Farley, 
Department of State, US Membership in the European Nuclear Energy Agency”,October 27, 1961. RG59 
Special Assistant to the Secretary for the Energy and Outer Space Records, Relating to Atomic Energy Matters, 
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pp.32-33.
63 Ibid.
64 News of Norway, Vol.20. No.30, September 12, 1963, pp.117-118; Franz R. Marcus, Half a Century of Nordic 
Nuclear Co-operation: An Insider’s Recollections Copenhagen: Nordgraf A/S, 1997.
65 Commercial Fisheries Review, Vol 24. No.6. p.46. ENEAの原子力船計画は結局実現しなかった。
66 William C. Harrop to Russell Fessenden “ENEA’s Internationally owned Nuclear Ship Project” February 
20, 1962, RG59 Special Assistant to the Secretary for the Energy and Outer Space Records, Relating to Atomic 
Energy Matters, 1944-63, Box.373, NARA.
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72 1957年版（昭和32年版）の原子力白書、第 4 章  原子力船§ 3 原子力船の開発。
73 第32回国会  衆議院  運輸委員会  第 3 号  昭和34年 8 月10日。
74 第43回国会  衆議院  科学技術振興対策特別委員会  第 5 号  昭和38年 2 月20日。
－ 58 －




























75 「原子力船サ号が寄港要望　佐藤長官語る」朝日新聞1963年 9 月 3 日　東京夕刊。
76 「米六月に日本寄港を要望　サバンナ号」朝日新聞1967年 3 月 9 日　東京夕刊。
77 「安全確保に六条件　サバンナ号の寄港　横浜神戸は適格」朝日新聞1967年 4 月13日東京朝刊。
78 「米原子力商船サバンナ号　政府、寄港を断る　損害賠償規定なし　法改正も間に合わず」朝日新聞1967年 4 月
20日東京朝刊。
79 沖縄以外では、アジアでは台湾、韓国、フィリピンへの寄港が実現した。
80 Toshihiro Higuchi, Presentation “Just Another Ship? The Contested Nuclearity of U.S. Nuclear Warships in 
Japan, 1959-1968” 5th International Conference on the History of Science in East Asia (ICHSEA 2019) August 
22, 2019.
81 Embassy Tokyo to HICOMRY Okinawa, “Public Relation US Savannah Visit Naha Visit”, September 1967 
（日付判読できず）受03S184 Visit of N.S. Savannah (2-4 Oct 1967). 沖縄県公文書館。
－ 59 －




　1967年10月 2 日～ 4 日、N.S.サバンナ号は予定通り那覇軍港に寄港した。この際の式典には第一原
子力船舶会社社長のジョン・ウィル退役海軍大将（Adm. John M. Will, Retired）のほか、フェルディ





















83 「「サバナ号」が寄港　世界初の原子力商船」沖縄時報1967年10月 3 日。
84 JAPANESE INVITEES WHO HAVE ACCEPTED INVITATIONS FROM PAST TO VISIT SAVANNHA, 
September 1969, 受03S184 Visit of N.S. Savannah (2-4 Oct 1967). 沖縄県公文書館.
85 琉球政府関係者新資料129写真番号036355写真解説　原子力船サバンナ号那覇軍港寄港撮影日1970年 6 月15日　
沖縄県公文書館。
86 HICOMRY Okinawa RYIS American Embassy Tokyo CINCPAC, Secretary of State CINCUSARPAC, NS 
Savaanah Date unknown,（受032161）Reference Paper Files 13 June Visit). 1970 沖縄県公文書館。琉球政府の
技官が小さなレセプションに参加しないなどの「抵抗」はあったという。
－ 60 －
ために原子力商船の建造を急いだことを明らかにした。アイゼンハワーはバンドン会議が開催されるこ
とを意識しつつ、N.S.サバンナ号を通して、人類普遍の福祉のための科学技術を提供する米国というイ
メージを創出することを望んだ。同政権内では、多くの非同盟諸国間にあるの「持たざる国」としての 
「持てる国」への一般的反感が、共産主義と結合することが警戒されていた。N.S.サバンナ号は「商船」
ではあったが、人類の普遍的な進歩を象徴するものとして、経済性は度外視して建造された。アイゼン
ハワーにとっては、象徴としての原子力商船の実現が喫緊の課題だったのであり、そのためには 1 隻
だけに注力する必要があった。財政上の理由もあった。そのため、スエズ危機やスプートニクショック
に触発された一部の議員と商務省が技術的な実現性を等閑視し、さらに 2 隻目の原子力船として「実
用的な」原子力タンカーを造ることを提言しても－一部の議員と商務省は恐らく実用レベルと判断して
いたわけだが－、アイゼンハワー政権はこのような考え方は退けたのである。
　もとはと言えば、人類普遍の進歩を象徴するものとしてアイゼンハワーが推進しようとした原子力商
船は、1964年～1965年に行われた海外へのデモンストレーション航海では欧州の国々のみに寄港した。
それらはOEECの1948年設立時の原加盟国であるか、NATOの1949年発足時の原加盟国なのであった。
この頃までには、当初の「平和のための原子力」理念は大きく後退、あるいは看板だけが同じであって
も変質した。米国の原子力分野の協力は先進工業国との実務的協力に質的に変容していた。原子力商船
の登場は、先進工業諸国の開発意欲を刺激し、欧州諸国では原子力船の様々な開発構想が次々に検討さ
れた。他方、OEECの原子力機関であった、ENEA（その後母体のOEECがOECDに発展してからもし
ばらくは同名称）も、多国籍の原子力船を検討していた。こうした中、ENEAの共同船舶の法的問題点
を検討することが、MLFの運用を考える意味で役に立つとさえ、米国は着想したのだった。もっとも、
このような商船と原子力艦艇の類推をどの程度、米国が進めようとしたのかは検討の余地はある。しか
し、それでも、米国が原子力商船という存在を人類未来の進歩の象徴として捉えてはいなかったことは
明白であった。
　科学技術や富、武力の独占によってもたらされる「権力性」に対する、非同盟諸国の側からの疑義申
し立てに対する一つの応答がN.S.サバンナ号のプロジェクトであったとすれば、こうしたアピールは、
1960年代前半は、同船が欧州諸国のみを就航したことをもって、あまり意味をなさなくなっていた。
1960年代後半はN.S.サバンナ号はアジア、北アフリカ、あるいは地中海沿岸諸国の開発途上国にも就
航するようになる。だが、それは商業運航として、である。先進国である日本が同船の寄港を拒絶し、
米国統治下の沖縄はこれを受け入れた。那覇軍港に寄港した同船から科学的知見だけは獲得しようとし
た日本の姿からは、原子力利用にまつわる新たな権力構造の出現を予兆しているようであった。
